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革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金に係る

事 務 手 続 き

局務事域地各者業事助補期時

平成２９年 

    ４月２８日まで

８月～１０月 

１１月３０日まで

１２月２９日まで

（事業完了日から起算して 

３０日経過した日）

１２月２９日まで

平成３０年１月２６日まで

２月１５日まで

補助金交付申請書提出期限 

【交付規程第５条・様式第１】 

《交付決定後 事業の開始》 

※交付決定通知日より前に支出した経費

は補助対象外 

補助事業遂行状況報告書提出 

【交付規程第１２条・様式第５】 

事業完了期限 

「小規模型」 

「一般型」「第四次産業革命型」 

※事業完了期限を過ぎて支出した経費

は補助対象外 

補助事業実績報告書提出期限 

―会計書類・証拠書類の提出― 

【交付規程第１３条・様式第６】 

「小規模型」 

「一般型」「第四次産業革命型」 

※事業完了後、早めの提出を心がけてく

ださい 

補助金精算払請求 

【交付規程第１５条・様式第９－２】 

   審 査 

   補助金交付決定 

【交付規程第６条・様式第２】 

   確 認 

審 査 

  補助金額の確定 

【交付規程第１４条・様式第８】 

補助金の支払 

平成３１年 

   ４月１日以降

平成３５年 

   ６月３０日まで

事業化状況・知的財産権等報告書の

提出（５年間） 

事業実施に関する説明会 

中 間 監 査 
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募してきた案件 

 ・ 補助金申請額が１００万円に満たない案件、または補助上限額を超える案件 

 ・ 事業類型に対象となっていない補助対象経費科目を使用している案件 

 ・ 同一法人・事業者が今回の公募で複数申請を行っている案件 

 ・ 必要な書類が添付されていない案件 

 ・ その他書類不備等、補助対象要件を満たさない案件 

５．事業のスキーム

応募申請者

             （④では採択事業者、⑤以降は補助事業者） 

事業実施団体 

（全国中央会） 

（地域事務局等） 

認定支援機関 

（補助事業終了後においても 

５年間の事業化に対する各種支援） 

中小企業 

小規模事業者 

相談依頼 

①公 募 

②事業計画書申請 

④採 択 

⑤補助事業 

交付申請 

交付決定 

中間監査 

事業実施・実績報告 

確定検査（交付額の確定） 

補助金の請求 

補助金の支払 

⑥事業化状況報告・収益納付 

中小企業庁 

委託契約 

補助金交付 

③審査・採択 

助言・支援

確認書発行

全国採択審査委員会

地域採択審査委員会 
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６．補助対象経費

（１）対象経費の区分 

  ≪全事業類型共通≫ 

   ① 機械装置費 

機械装置等（専ら補助事業のために使用される機械・装置、工具・器具（測定工具・

検査工具、電子計算機、デジタル複合機等）及び専用ソフトウエア）の購入、製作、借

用、改良、据付け又は修繕に要する経費

   ② 技術導入費

外部からの技術指導や知的財産権等の導入に要する経費 

   ③ 専門家経費

本事業遂行のために必要な謝金や旅費として、依頼した専門家に支払われる経費

   ④ 運搬費

運搬料、宅配・郵送料等に要する経費 

  ≪以下、小規模型「試作開発等」の事業類型のみであり、その他の事業類型については対象外≫ 

   ⑤ 原材料費

試作品の開発に必要な原材料及び副資材の購入に要する経費 

   ⑥ 外注加工費

試作品の開発に必要な原材料等の再加工・設計及び分析・検査等を外注・依頼等（外
注加工先の機器を使って自ら行う場合を含む）を行う場合に外注加工先への支払に要
する経費

   ⑦ 委託費

外部の機関に試作品等の開発の一部を委託する場合の経費 

※外部の機関とは、中小企業・小規模事業者が技術的課題を解決する上で、専門技術的な見地

から有効な解決方策を提案・支援することができる以下に掲げる者とします。 

●公的研究機関（独立行政法人等） 

●国立大学法人、公立大学法人、私立大学法人、国公私立高等専門学校 

●地方公共団体が設置する試験研究機関（地方独立行政法人を含む） 

●財団法人、社団法人及び地方公共団体が出資を行っている法人等 

   ⑧ 知的財産権等関連経費

試作品等の開発、役務の開発・提供方法等と密接に関連し、試作品等の開発成果の事

業化にあたり必要となる特許権等の知的財産権等の取得に要する弁理士の手続代行費用

や外国特許出願のための翻訳料など知的財産権等取得に関連する経費 

   ⑨ クラウド利用費

クラウドコンピューティングの利用に関する経費 

（２）補助対象経費全般にわたる留意事項 

① 類型上の留意事項 

○ 「第四次産業革命型」「一般型」「小規模型（設備投資のみ）」については、設備

投資が必要です。設備投資の場合は、必ず単価５０万円（税抜き）以上の設備を取得

して納品・検収等を行い、補助事業者として適切に管理を行ってください。 

○ 「第四次産業革命型」「一般型」において、「機械装置費」以外の経費は、総額で

５００万円（税抜き）までを補助上限額とします（「小規模型（設備投資のみ）」で

補助上限額を増額した場合を含む）。 

○ 「小規模型（試作開発等）」の場合には、「革新的サービス」及び「ものづくり技

術」のいずれにおいても、成果物を作成してください。 
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収等を実施したもの（事業者が指定した国内の事業実施場所に引き渡されないもの） 

○ 販売を目的とした製品、商品等の生産に係る経費（テスト販売を除く） 

○ 事務所等にかかる家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費 

○ 電話代、インターネット利用料金等の通信費（クラウド利用費に含まれる付帯経費

を除く） 

○ 商品券等の金券 

○ 文房具などの事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費 

○ 飲食、奢侈、娯楽、接待等の費用 

○ 不動産の購入費、自動車等車両の購入費・修理費・車検費用 

○ 税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等の

ための弁護士費用 

○ 収入印紙 

○ 振込等手数料（代引手数料を含む） 

○ 公租公課（消費税及び地方消費税額（以下「消費税等」という）等） 

○ 各種保険料 

○ 借入金などの支払利息及び遅延損害金 

○ 補助金事業計画書･申請書･報告書等の事務局に提出する書類作成・送付に係る費用 

○ 連携体内の補助事業者間の取引によるもの（機械装置の売買代金や賃借料等） 

○ 汎用性があり、目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン・プリンタ・

文書作成ソフトウェア・タブレット端末・スマートフォン及びデジタル複合機など）の

購入費 

○ 中古市場においてその価格設定の適正性が明確でない中古品の購入費 

○ 上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

③ 支払は原則銀行振込とし、それが困難な場合のみ現金による支払を行ってください。 

④ 他の取引との相殺払による支払、手形による支払、手形の裏書譲渡、小切手、ファクタ

リング（債権譲渡）による支払、事業期間内に契約が完了しない割賦による支払は行わな

いでください。 

⑤ 本事業における発注先（海外企業からの調達を行う場合も含む）の選定にあたって、入

手価格の妥当性を証明できるよう見積書をとってください。また、単価５０万円（税抜き）

以上の物件については原則として補助事業者又は見積依頼先との間で資本関係のない２社

以上から同一条件による見積をとることが必要です。ただし、発注内容の性質上２社以上

から見積をとることが困難な場合は、該当する企業等を随意の契約先とすることができま

す。その場合、該当企業等を随意契約の対象とする理由書が必要となります。  

⑥ 補助金交付申請額の算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外して算定して

ください。 

② 以下の経費は、補助対象になりません。 

○ 補助金交付決定日よりも前に発注、購入、契約、または事業期間終了後に納品、検
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７．補助上限額等

事業類型 

補助上限額（下限額） 

補助率 
基本額 

雇用・賃金拡充による上限額の増額 

（１）雇用増（維持）・

５％以上の賃金引

上げ計画に基づく

取組み 

（２）（１）に加え、最低

賃金引上げの影響

を受ける場合 

第四次産業革命型 
３，０００万円 

（１００万円） 
補助上限額の増額設定はありません 

補助対象経費の

３分の２以内 
一般型 

１，０００万円 

（１００万円） 

２，０００万円 

（１００万円） 

３，０００万円 

（１００万円） 

小規模型 
５００万円 

（１００万円） 

１，０００万円 

（１００万円） 

１，５００万円 

（１００万円） 

注１．いずれの事業類型にも「革新的サービス」又は「ものづくり技術」のどちらかに応募可能です。 

注２．「第四次産業革命型」及び「一般型」において、「機械装置費」以外の経費については、総額で５００万円（税抜き）ま
でを補助上限額とします（「小規模型（設備投資のみ）」で補助上限額を増額した場合を含む）。 

注３．経費の支出は「経費支出基準」、「旅費支給に関する基準」を限度額（上限）とします。 

※ 一般型及び小規模型における補助上限額の増額設定に応募申請するためには以下の要件を満たす

必要があります。下図や欄外の注意事項を必ずご覧ください。

雇用・賃金拡充への取組み 

補助上限額の 

 増額要件注１

比較時点・期間 

（１）雇用増（維持）・５％賃上げする （２）１０％賃上げする 

下記①～③の要件をすべて満たす
場合 → 基本額の２倍 

左記（１）の要件に加えて、下記④
の要件を満たす場合  
→ さらに１．５倍（基本額の３倍）

事業終了時点注２から 

遡及した６ヵ月間と、

前年同期間（６ヵ月

間）を比較して 

① 全従業員注３の平均賃金注４ 

 → ５％以上増加 

② 従業員の最低賃金グループ注５

の平均賃金 

→ ５％以上増加 

④ 従業員の最低賃金グループの 

平均賃金 

→ １０％以上増加 

（ただし、前年同期間において最低賃金グ

ループに属する従業員のうち、平均賃金

が時間給（時間換算額）で１，０００円

以上の者がいる場合は、④の増額要件の

適用を受けることはできません） 

事業終了時点と、同月

から遡及した６ヵ月前

を比較して 

③ 雇用者注６の維持・増加  

注１．補助上限額の増額要件は、応募申請要件であり、かつ、実績要件でもあります。補助上限額の増額に申請した

雇用・賃金拡充に取り組む事業者が、実績確認時点において、補助上限額の増額要件を満たしていることが確認

できない場合や、【様式３】誓約・計画書の記載内容（別途、全国事務局や地域事務局が求める書類、システム

入力の内容等を含む）に誤りがあった場合は、補助上限額の増額分を取り消します。また、虚偽等の不正があっ

た場合には、交付決定を取り消します。

なお、補助上限額の増額を申請し採択された場合は、補助上限額の増額要件を満たしていることを確認する

ため、事業終了時点から遡及した６ヵ月間と、前年の同期間（延べ１２ヵ月分）の全従業員（雇用保険対象者）

の賃金額、勤務地のほか、雇用保険被保険者証番号、氏名等の必要事項を全国事務局が採択決定後に用意する

インターネット上のシステムに入力していただく必要があります。
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取得財産（機械・設備に限る。）を転用（財産の所有者の変更を伴わない目的外使用をいう。） 

する場合は、様式第１２による申請書を大分県地域事務局に提出し、その承認を受ければ、補助事

業者は転用に係る前条第３項の納付が免除される。 

５ 前条第３項の規定は、第３項の承認をする場合において準用する。 

（無償譲渡等の条件） 

第１９条 試作開発の成果を本事業の期間内及び目的内で無償譲渡、無償貸与又は無償供与する場合で

あって、当該成果が前条第１項の処分を制限する財産に該当する場合は、当該成果ごとに、様式第１

１による当該成果の譲渡等を受ける者からの成果受領書の写し及び当該成果の存在を証する資料を第

１７条第２項に定める取得財産等管理台帳に添付するものとする。 

（事業化状況等報告） 

第２０条  補助事業者は、平成３１年４月１日以降、９０日以内を初回として、以降４年間（合計５

回）直近１年間の事業化状況等について、様式第１３による報告書を大分県地域事務局に報告しな

ければならない。 

２  補助事業者は、前項の報告をした場合、その証拠となる書類を当該報告に係る会計年度の終了後

３年間保存しなければならない。 

（知的財産権等に関する届出） 

第２１条  補助事業者は、補助事業に係る発明、考案等に関して、補助事業年度終了後５年間は特許

権、実用新案権、意匠権又は商標権等（以下「知的財産権等」という。）を出願若しくは取得した

場合又はそれを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合には、平成３１年４月１日以降、当該知的

財産権等の取得状況について、様式第１３による報告書を大分県地域事務局に提出しなければなら

ない。 

（収益納付） 

第２２条 全国中央会及び大分県地域事務局は、事業化等状況報告書により、補助事業者が当該補助

事業の実施結果の事業化、知的財産権等の譲渡又は実施権の設定及びその他当該補助事業の実施結

果の他への供与による収益が生じたと認めたときは、補助事業者に対し、交付した補助金の全部又

は一部に相当する金額を全国中央会及び大分県地域事務局に納付させることができるものとする。 

（成果の発表） 

第２３条 全国中央会及び大分県地域事務局及び経済産業大臣は、補助事業により行った事業の成果

について必要があると認めるときは、補助事業者に発表させることができるものとする。  

（秘密の保持） 

第２４条 全国中央会及び大分県地域事務局は、中小企業者が本規程に従って大分県地域事務局に提

出する各種申請書類及び経理等の証拠書類等（以下「提出書類等」という。）については、補助金

の交付のための審査及び補助金の額の確定のための検査等、本補助事業遂行に関する一切の処理等

を行う範囲でのみ使用するものとし、入手した提出書類等については、善良な管理者の注意義務を

もって適切に管理するものとする。 

（監 査） 

第２５条 全国中央会及び大分県地域事務局は、補助事業の適正な遂行を確保するため必要と認めた

ときは、指名する職員等に補助事業者の監査を行わせることができる。この場合において、補助事

業者は協力しなければならない。 
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第２６条 全国中央会及び大分県地域事務局は、申請者に関して得た情報については、個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に従って取り扱うものとする。 

（暴力団排除に関する誓約） 

第２７条 補助事業者は、別紙２に記載の暴力団排除に関する誓約事項について補助金の交付申請前

に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこれに同意したものとする。 

（その他） 

第２８条 全国中央会及び大分県地域事務局は、補助事業者に対し、本規程に定めるもののほか、必

要と認める書類の提出を求めることができる。 

（個人情報保護に関する取扱い） 
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委託先の名称及び内容について 
（※）委託費を計上する場合、記載してください（小規模型「試作開発等」のみ使用可）。 

委託予定先 

（名称・住所） 
委託する業務等の内容 委託予定期間 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

知的財産権等について（小規模型の「試作開発等」のみ記載） 
（※）知的財産権等関連経費を計上する場合、記載してください（小規模型「試作開発等」のみ使用可）。

取得予定技術の題名 
知的財産権等の種類 

（該当する項目に○を囲んでください）
取得予定技術の概要 

特許権・実用新案権・意匠権 

商標権・国際規格認定 

その他（具体的     ） 

（※）記入できなければ別紙に 

その２：将来の展望（本事業の成果の事業化に向けて想定している内容及び期待される効果） 

○概 要 

○会社全体の事業計画                          （単位：千円）

直近期末※１

( 年 月期)

１年後※１

( 年 月期)

２年後 

( 年 月期)

３年後 

( 年 月期)

４年後 

( 年 月期)

５年後 

( 年 月期)

① 売 上 高 

② 営 業 利 益 

③営業外費用 

経常利益※２(②－③)

伸び率（％）※3

④人 件 費 

⑤減価償却費 

付加価値額(②+④+⑤)

伸び率（％）※3

⑥設備投資額※4

※１ 直近期末は補助金事業実施の前年度期末決算（実績又は見込み）、１年後は補助金事業実施年度末決算（計画）を指します。
また、創業まもなく、当該年度の期末を迎えていない場合は、直近期末欄に応募時点の見込み数値を記入し、１年後以降の計画
額（見通し）を記入してください。 

※２ 経常利益の算出は、営業外収益を含めません。  
※３ 伸び率は、直近期末を基準に計算してください（前年同期比ではありません）。 

※４ 補助事業実施年度に会社全体での設備の取得価額の合計額を記入してください。 



（３）これまでに補助金又は委託費の交付を受けた実績説明（申請中の案件を含む）

事業名称及び事業概要 

事業主体（関係省庁・独法等）

実施期間 

補助金額・委託額                  万円 

テーマ名  

本事業との相違点  

事業成果・実績  

（注１）本事業を含め、経済産業省その他の省庁等（各々に関連した特殊法人等の外郭機関を含む）による研究開発制度・事業（補

助・委託額）において、申請時点から「過去５年以内に実施済」又は「現在実施中」若しくは「現在申請中」及び「今後申請予

定」とされているもののうち、本事業計画と類似した事業内容（同一実施企業の関与又は同一の技術シーズを用いるなど）と思

われるもの又はその恐れがあるものについて記載してください。 

（注２）複数案件がある場合は案件ごとに本表を複製して作成してください。 

（注３）過年度にものづくり補助金事業を実施した場合は、「事業成果・実績」欄に、平成24・25年度については事業

化・収益化実績、平成26・27年度事業については事業化・収益化の見込みを必ず記載してください。 

（４）経費明細表   （※）連携体で申請を行う場合は、事業者ごとに作成してください。       （単位：円） 

（注１）費目を使用する場合、「補助事業に要する経費」欄、「補助対象経費」欄、「補助金交付申請額」欄及び「積算基礎」欄に必

ず記入してください（０円不可。未使用費目は削除し、行を詰めてください）。 

（注２）合計のみではなく、「経費区分」ごとに記載してください。「経費区分」には上限が設定されているもの（外注加工費、委託

費、知的財産権等関連経費）がありますのでご注意ください。 

（注３）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味し、ここでは消費税を加算した税込み金額と 

消費税を抜いた税抜き金額を併記してください。 

（注４）「補助対象経費（税抜き）」とは、「補助事業に要する経費（税込み）」のうちで補助対象となる経費について、消費税を差し

引いた金額を記載してください。なお、本事業で使用する汎用性があり目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン・

プリンタ・タブレット端末・スマートフォン及びデジタル複合機など）については「補助事業に要する経費（税込み）」となりま

すが、補助対象外であるため、「補助対象経費（税抜き）」にはなりません。 

（注５）「補助金交付申請額（税抜き）」は、「補助対象経費（税抜き）」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助

対象経費」に補助率（２／３）を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。 

（注６）「積算基礎」は、導入しようとする機械装置の名称、型式、単価、数量など経費の内訳を記載してください。 

（注７）「第四次産業革命型」「一般型」「小規模型（設備投資のみ）」については、設備投資が必要です。また、「第四次産業革命

型」「一般型」「小規模型（設備投資のみ）で補助上限額を増額した場合」の「機械装置費」以外の経費については、総額で 

５００万円（税抜き）までを補助上限額とします。 

（注８）設置場所の整備工事や基礎工事については、補助対象として認めておりません。 

経費区分 

（※）小規模型「試作開発

等」のみ使用可 

Ａ Ｂ Ｂ×2/3 
積算基礎 

（Ａ（税込み）の内訳） 
補助事業に要する経費 補助対象経費 

（税抜きの額） 

補助金交付申請額 

（税抜き） （税込み） （税抜き） 

機械装置費（単価５０万円以上）

機械装置費（単価５０万円未満）

技術導入費 

専門家経費 

運搬費 

原材料費（※） 

外注加工費（※） 

委託費（※） 

知的財産権等関連経費（※）

クラウド利用費（※） 

合 計 
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委託先の名称及び内容について 
（※）委託費を計上する場合、記載してください（小規模型「試作開発等」のみ使用可）。 

委託予定先 

（名称・住所） 
委託する業務等の内容 委託予定期間 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

知的財産権等について（小規模型の「試作開発等」のみ記載） 
（※）知的財産権等関連経費を計上する場合、記載してください（小規模型「試作開発等」のみ使用可）。

取得予定技術の題名 
知的財産権等の種類 

（該当する項目に○を囲んでください）
取得予定技術の概要 

特許権・実用新案権・意匠権 

商標権・国際規格認定 

その他（具体的     ） 

（※）記入できなければ別紙に 

その２：将来の展望（本事業の成果の事業化に向けて想定している内容及び期待される効果） 

○概 要 

○会社全体の事業計画                          （単位：千円）

直近期末※１

( 年 月期)

１年後※１

( 年 月期)

２年後 

( 年 月期)

３年後 

( 年 月期)

４年後 

( 年 月期)

５年後 

( 年 月期)

① 売 上 高 

② 営 業 利 益 

③営業外費用 

経常利益※２(②－③)

伸び率（％）※3

④人 件 費 

⑤減価償却費 

付加価値額(②+④+⑤)

伸び率（％）※3

⑥設備投資額※4

※１ 直近期末は補助金事業実施の前年度期末決算（実績又は見込み）、１年後は補助金事業実施年度末決算（計画）を指します。
また、創業まもなく、当該年度の期末を迎えていない場合は、直近期末欄に応募時点の見込み数値を記入し、１年後以降の計画
額（見通し）を記入してください。 

※２ 経常利益の算出は、営業外収益を含めません。  
※３ 伸び率は、直近期末を基準に計算してください（前年同期比ではありません）。 
※４ 補助事業実施年度に会社全体での設備の取得価額の合計額を記入してください。 
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（３）これまでに補助金又は委託費の交付を受けた実績説明（申請中の案件を含む）

事業名称及び事業概要 

事業主体（関係省庁・独法等）

実施期間 

補助金額・委託額                  万円 

テーマ名  

本事業との相違点  

事業成果・実績  

（注１）本事業を含め、経済産業省その他の省庁等（各々に関連した特殊法人等の外郭機関を含む）による研究開発制度・事業（補

助・委託額）において、申請時点から「過去５年以内に実施済」又は「現在実施中」若しくは「現在申請中」及び「今後申請予

定」とされているもののうち、本事業計画と類似した事業内容（同一実施企業の関与又は同一の技術シーズを用いるなど）と思

われるもの又はその恐れがあるものについて記載してください。 

（注２）複数案件がある場合は案件ごとに本表を複製して作成してください。 

（注３）過年度にものづくり補助金事業を実施した場合は、「事業成果・実績」欄に、平成24・25年度については事業化 

・収益化実績、平成26・27年度事業については事業化・収益化の見込みを必ず記載してください。 

（４）経費明細表    （※）連携体で申請を行う場合は、事業者ごとに作成してください。      （単位：円） 

（注１）費目を使用する場合、「補助事業に要する経費」欄、「補助対象経費」欄、「補助金交付申請額」欄及び「積算基礎」欄に必

ず記入してください（０円不可。未使用費目は削除し、行を詰めてください）。 

（注２）合計のみではなく、「経費区分」ごとに記載してください。「経費区分」には上限が設定されているもの（外注加工費、委託

費、知的財産権等関連経費）がありますのでご注意ください。 

（注３）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味し、ここでは消費税を加算した税込み金額と 

消費税を抜いた税抜き金額を併記してください。 

（注４）「補助対象経費（税抜き）」とは、「補助事業に要する経費（税込み）」のうちで補助対象となる経費について、消費税を差し

引いた金額を記載してください。なお、本事業で使用する汎用性があり目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン・

プリンタ・タブレット端末・スマートフォン及びデジタル複合機など）については「補助事業に要する経費（税込み）」となりま

すが、補助対象外であるため、「補助対象経費（税抜き）」にはなりません。 

（注５）「補助金交付申請額（税抜き）」は、「補助対象経費（税抜き）」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助

対象経費」に補助率（２／３）を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。 

（注６）「積算基礎」は、導入しようとする機械装置の名称、型式、単価、数量など経費の内訳を記載してください。 

（注７）「第四次産業革命型」「一般型」「小規模型（設備投資のみ）」については、設備投資が必要です。また、「第四次産業革命

型」「一般型」「小規模型（設備投資のみ）で補助上限額を増額した場合」の「機械装置費」以外の経費については、総額で 

５００万円（税抜き）までを補助上限額とします。 

（注８）設置場所の整備工事や基礎工事については、補助対象として認めておりません。 

経費区分 

（※）小規模型「試作開発

等」のみ使用可 

Ａ Ｂ Ｂ×2/3 
積算基礎 

（Ａ（税込み）の内訳） 
補助事業に要する経費 補助対象経費 

（税抜きの額） 

補助金交付申請額 

（税抜き） （税込み） （税抜き） 

機械装置費（単価５０万円以上）

機械装置費（単価５０万円未満）

技術導入費 

専門家経費 

運搬費 

原材料費（※） 

外注加工費（※） 

委託費（※） 

知的財産権等関連経費（※）

クラウド利用費（※） 

合 計 
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様式第３－１の別紙１（新旧対比表）※ 連携体で申請を行う場合は、事業者ごとに作成してください。

＜経費明細表＞
（事業者名： ） （単位：円）

経費区分 

（※は小規模型「試作開

発等」のみ使用可） 

後更変）額定決付交（前更変

Ａ Ｂ Ｂ×2/3 以内 Ａ Ｂ Ｂ×2/3 以内

補助事業に要する経費 
補助対象

経費 

補助金 

交付決定額
補助事業に要する経費 

補助対象 

経費 

補助金 

交付決定額

（税込み） （税抜き） （税抜き） （税抜き） （税込み） （税抜き） （税抜き） （税抜き）

機械装置費（単価 50 万円以上）

機械装置費（単価 50 万円未満）

費入導術技

費経家門専

費搬運

）※（費料材原

）※（費工加注外

）※（費託委

知的財産権等関連経費

（※） 

）※（費用利ドウラク

計合

（注）未使用費目（補助金交付決定額（変更前及び変更後））欄に数値（額）が入っていないもの）は削除して、行を詰めてください。 
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様式第５の別紙 

＜経費明細表＞ ※ 連携体で報告を行う場合は、事業者ごとに作成してください。

（事業者名： ） （単位：円）

経費区分 

（※は小規模型「試作

開発等」のみ使用可） 

補助金 

交付決定額

Ａ Ｂ Ｂ×2/3 以内 

積算基礎 

（Ａ（税込み）の内訳）補助事業に要した経費 
補助対象 

経費 
補助金の額 

（税込み） （税抜き） （税抜き） （税抜き） 

機械装置費（単価 50 万円以上）

機械装置費（単価 50 万円未満）

費入導術技

費経家門専

費搬運

）※（費料材原

）※（費工加注外

）※（費託委

知的財産権等関連経費

（※） 

）※（費用利ドウラク

計合

（注１）未使用費目は削除して、行を詰めてください。 

（注２）「積算基礎」は、「Ａ．補助事業に要する経費（税込み）」について導入設備の単価や数量など経費の内訳を明確に記載して

ください。 
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様式第６の別紙２ 

＜経費明細表＞ ※ 連携体で報告を行う場合は、事業者ごとに作成してください。

（事業者名： ） （単位：円）

経費区分 

（※は小規模型「試作開発等」

のみ使用可） 

額績実）額請申更変はたま額定決付交（額算予

Ａ Ｂ Ｂ×2/3 以内 Ａ Ｂ Ｂ×2/3 以内

補助事業に要する経費
補助対象

経費 

補助金 

交付決定額
補助事業に要した経費 

補助対象 

経費 
補助金の額

（税込み） （税抜き） （税抜き） （税抜き） （税込み） （税抜き） （税抜き） （税抜き）

）上以円万05価単（費置装械機

）満未円万05価単（費置装械機

費入導術技

費経家門専

費搬運

）※（費料材原

）※（費工加注外

）※（費託委

）※（費経連関等権産財的知

）※（費用利ドウラク

計合

（注１）未使用費目（予算額において、当初（又は計画変更後）より補助金交付決定額欄に数値（額）のないもの）は科目として使用

できませんので削除して、行を詰めてください。 

（注２）「経費区分」には上限が設定（外注加工費、委託費、知的財産権等関連経費）されているものがありますのでご注意ください。 
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様
式
第
７
 

補
助
事
業
者
名
：

 

取
得
財
産
等
管
理
台
帳
 

（
取
得
財
産
等
明
細
書
）
 

区
分
 

財
産

名
 

数
量

単
価
（
円
）
 

（
税
抜
き
）
 

金
額
（
円
）
 

（
税
抜
き
）
 

取
得
年
月
日
 

保
管
場
所
お

よ
び

設
置
場
所
 

（
所
在

地
）
 

耐
用

年
数
 

（
処
分
制

限
期
間
）

備
 
考
 

類
型

・
種
類
 

（
注

７
）
 

機
械

・
装
置
・

工
具

・
器
具
 

無
体

財
産
権

（
知
的
財
産
権
等

を
他
社
か
ら
取
得

し
た
場
合
）

※
小
規
模
型

「
試
作
開
発

等
」
の
み
記
載
 

試
作

開
発
の
成

果
（
試
作
品
等
）

※
効
用
の
増
加

を
含
む
 

（
注

１
）

対
象

と
な

る
取

得
財
産
等
は

、
取
得

価
格
又
は

効
用
の

増
加

価
格

が
本

交
付

規
程

第
１

８
条

第
１

項
に

定
め

る
処

分
制

限
額

（
単

価
５

０
万

円
（
税

抜
き
）

）
以
上
の

財
産
と
し

ま
す
。
 

（
注

２
）

「
区

分
」

は
、
機

械
・
装
置

、
工
具

・
器
具
、

無
体
財

産
権

（
知

的
財

産
権

等
）

、
試

作
開

発
の

成
果

と
し

ま
す

。
 

（
注

３
）

数
量

は
、

同
一
規

格
等
で
あ

れ
ば
一

括
し
て
記

入
し
て

差
し

支
え

あ
り

ま
せ

ん
。

単
価

が
異

な
る

場
合

は
、

分
割

し
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
 

（
注

４
）

試
作

開
発

の
成
果

（
試
作
品

等
）
を

無
償
譲
渡

・
無
償

貸
与

・
無

償
供

与
し

た
場

合
は

、
そ

の
試

作
品

等
ご

と
に

、
保

管
場

所
欄

に
譲

渡
・

貸
与
・

供
与
先

を
記
入
し

、
備
考
欄

の
い
ず

れ
か
に
○

印
、
日

付
、
試
作

品
等
相

手
先
の

名
称

、
そ

の
相

手
先

か
ら
の

成
果
受
領

書
（
様

式
第
１
１

参
照

）
の

番
号

（
ど

の
試

作
品

等
に

対
す

る
成

果
受

領
書

な
の

か
分

か
る

番
号

）
を

記
載
し

て
く
だ

さ
い
。

成
果
受
領

書
は
本
取

得
財
産

等
管
理
台

帳
に
併

せ
て
実
績

報
告
書

類
の

一
部

と
し

て
く

だ
さ
い

。
 

（
注

５
）

取
得

年
月

日
は

、
検
収
年
月

日
を
記

入
し
て
く

だ
さ
い

。
 

（
注

６
）

効
用

の
増

加
と
は

、
本
事
業

の
成
果

（
試
作
品

等
）
を

製
作

す
る

に
あ

た
り

使
用

し
た

補
助

対
象

物
件

に
つ

い
て

、
構

成
要

素
と

し
て

利
用

し
た
原

材
料
費

、
機
械
装

置
費
、
外

注
加
工

費
、
委
託

費
等
の

購
入
価
格

の
合
計

が
５
０

万
円

（
税

抜
き

）
以

上
と
な

る
場
合
の

こ
と
で

す
。
 

（
注

７
）

機
械

装
置

等
の

活
用

分
野
と

し
て

、
ロ

ボ
ッ
ト

、
情

報
家

電
、

自
動

車
、

医
療

・
バ

イ
オ

、
産

業
機

械
、

環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

、
航

空
宇

宙
、
半

導
体

、
構

造
物
、

光
学

機
器
、

鉄
鋼

、
衣

料
生
活

資
材

、
印

刷
情
報

記
録

、
食

料
品
、

化
学

工
業

、
そ

の
他

、
の
１

６
項
目
か

ら
お
選

び
く
だ
さ

い
。

 

。
い

さ
だ

く
て

し
と

判
４

Ａ
格

規
業

工
本

日
、

は
式

様
本

）
８

注
（
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＜
参
考
様

式
９

＞
 

【
旅

費
領

収
書

】

旅
費

領
収

書
（

旅
費

明
細

書
）

 

補
助
事
業
者
の

名
称

領
収
者
の
所
属
団
体
等
名
称
 

役
 
職
（
又
 
は
 
職
 
業
）
 

氏
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名
 

 
殿
 

年
月
日
 
出
発
駅

到
着
駅

宿
泊
地
 

鉄
 
 
 
 
道
 
 
 
 
賃
 

船
 
 
 
 
賃
 

航
空
賃

車
 
賃

日
 
 
 
 
当
 

宿
 
泊
 
料
 

計
 

路
 
程

運
 
賃

特
急

料
金

計
 

路
 
程

運
 
賃
 

実
費
額

日
 
数

定
 
額

夜
 
数

定
 
額

 
 

 
 

k
m

円
円

円
k
m

円
 

円
円

日
円

日
円

円
 

合
 
 
 

 
 
 
計
 

円

支
 
給
 
額
 

税
 
 
額
 

差
 
引
 
額
 

 
上
記
の
金
額
を
領
収
し
ま
し
た
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

氏
 

名
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
㊞
 

※
明

細
書

の
場

合
は

、
「

氏
名

」
を

「
補

助
事

業
者

名
」

と
し

、
「

上
記

の
金

額
を

領
収

し
ま

し
た

。
」

を
「

上
記

金
額

を
指

定
口

座
に

お
振

込
み

し
ま

す
。

」
と

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

備 考

｛
列
 
車
｝
 

 
往
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

 
復
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

｛
航
空
便
｝
 

 
往
：
通
常
期
 
多
客
期
 

 
復
：
通
常
期
 
多
客
期
 

（
注

）
個

人
払

い
に

つ
い
て

は
、
謝
金

支
出
対

象
者
に
旅

費
を
支

給
す

る
場

合
は

、
謝

金
と

旅
費

の
合

計
額

に
対

し
て

源
泉

徴
収

を
行

っ
て

く
だ

さ
い

。
た
だ

し
、
徴

収
義
務
の

有
無
や
税

率
に
つ

い
て
は
、

所
管
の

税
務
署
に

確
認
し

、
指

示
に

従
っ

て
く

だ
さ

い
。
ま

た
、
復
興

特
別
所

得
税
の
徴

収
に

も
留

意
し

て
く

だ
さ

い
。
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＜
参
考
様

式
９

＞
 

【
旅

費
領

収
書

】
記
載

例
１

 
源
泉

徴
収

不
要
 

 
専
門
家
（
法
人
払
の
場
合
）
経
費
 

 
※
 
現
金
支
払
の
場
合
 

旅
費

領
収

書
（

法
人

払
）

（
鉄

道
利

用
の

場
合

）

補
助
事
業
者
の
名
称

領
収
者
の
所
属
団
体
等
名
称
 

役
 
職
（
又
 
は
 
職
 
業
）
 

氏
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名
 

株
式
会
社
○
○
○
○

○
 
○

 
○

 
大

学
 

教
 

 
 

授
 

全
 
国
 

一
 
郎

殿
 

年
月
日
 
出
発
駅

到
着
駅
 
宿
泊
地
 

鉄
 
 
 
 
道
 
 
 
 
賃
 

船
 
 
 
 
賃
 

航
空
賃

車
 
賃

日
 
 
 
 
当
 

宿
 
泊
 
料
 

計
 

路
 
程

運
 
賃

特
急

料
金

計
 

路
 
程

運
 
賃
 

実
費
額

日
 
数

定
 
額

夜
 
数

定
 
額

2
9
.
1
0
.
4
 

新
大
阪

東
 
京
 

東
 
京
 

5
5
2
.
6
k
m

8
,
7
5
0
円

5
,
7
0
0
円

1
4
,
4
5
0
円

k
m

円
 

円
円

日
円

1
日

1
7
,
0
0
0
円

3
1
,
4
5
0
円
 

2
9
.
1
0
.
5
 

東
 
京

新
大
阪
 

 
〃
 

8
,
7
5
0
円

5
,
7
0
0
円

1
4
,
4
5
0
円

 
 

 
 

 
 

 
1
4
,
4
5
0
円
 

※
特

急
料

金

 
 

 
 

繁
忙
期

（
＋
2
0
0
円
）

円
0
0
9
,
5

 
 

 
 

閑
散
期

（
－
2
0
0
円
）

円
0
0
5
,
5

合
 
 
 
 
 
 
計
 

 
1
7
,
5
0
0
円

1
1
,
4
0
0
円

2
8
,
9
0
0
円

1
7
,
0
0
0
円

4
5
,
9
0
0
円
 

支
 
給
 
額
 

税
 
 
額
 

差
 
引
 
額
 

 
上
記
の
金
額
を
領
収
し
ま
し
た
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

氏
 

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
㊞
 

備 考

｛
列
 
車
｝
 

4
5,
90
0
円

 
0
円
 

4
5,
90
0
円
 

 
往
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

 
復
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

｛
航
空
便
｝
 

 
往
：
通
常
期
 
多
客
期
 

 
復
：
通
常
期
 
多
客
期
 

備
 

考
 

 
本

様
式

は
、
使

途
に
従
い

不
要
の

文
字
は
抹

消
し
て

使
用

し
て

く
だ

さ
い

。
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＜
参

考
様

式
９

＞
 

【
旅

費
領

収
書

】
記
載

例
２

 
源
泉

徴
収

不
要
 

 
専
門
家
（
法
人
払
の
場
合
）
経
費
 

 
※
 
振
込
の
場
合
（
「
旅

費
明

細
書

」
と

記
載

す
る

こ
と

。
）
 

旅
費

明
細

書
（

法
人

払
）

（
鉄

道
利

用
の

場
合

）

補
助
事
業
者

の
名
称

領
収
者
の
所
属
団
体
等
名
称
 

役
 
職
（
又
 
は
 
職
 
業
）
 

氏
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名
 

株
式
会
社
○
○
○
○

○
 
○

 
○

 
大

学
 

教
 

 
 

授
 

全
 
国
 
一

 
郎

殿
 

年
月
日
 
出
発
駅

到
着
駅
 
宿
泊
地
 

鉄
 
 
 
 
道
 
 
 
 
賃
 

船
 
 
 
 
賃
 

航
空
賃

車
 
賃

日
 
 
 
 
当
 

宿
 
泊
 
料
 

計
 

路
 
程

運
 
賃

特
急

料
金

計
 

路
 
程

運
 
賃
 

実
費
額

日
 
数

定
 
額

夜
 
数

定
 
額

2
9
.
1
0
.
4
 

新
大
阪

東
 
京
 

東
 
京
 

5
5
2
.
6
k
m

8
,
7
5
0
円

5
,
7
0
0
円

1
4
,
4
5
0
円

k
m

円
 

円
円

日
円

1
日

1
7
,
0
0
0
円

3
1
,
4
5
0
円
 

円
0
5
4
,
4
1

円
0
5
4
,
4
1

円
0
0
7
,
5

円
0
5
7
,
8

〃
阪

大
新

京
東

5
.
0
1
.
9
2

※
特

急
料

金

 
 

 
 

繁
忙
期

（
＋
2
0
0
円
）

円
0
0
9
,
5

 
 

 
 

閑
散
期

（
－
2
0
0
円
）

円
0
0
5
,
5

合
 
 
 
 
 
 
計
 

 
1
7
,
5
0
0
円

1
1
,
4
0
0
円

2
8
,
9
0
0
円

1
7
,
0
0
0
円

4
5
,
9
0
0
円
 

支
 
給
 
額
 

税
 
 
額
 

差
 
引
 
額
 

 
上
記
金
額
を
指
定
口
座
に
お
振
り
込
み
し
ま
す
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

補
助

事
業

者
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
㊞
 

備 考

｛
列
 
車
｝
 

4
5,
90
0
円

 
0
円
 

4
5,
90
0
円
 

 
往
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

 
復
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

｛
航
空
便
｝
 

 
往
：
通
常
期
 
多
客
期
 

 
復
：
通
常
期
 
多
客
期
 

備
 

考
 

 
本

様
式

は
、
使

途
に
従
い

不
要
の

文
字
は
抹

消
し

て
使

用
し

て
く

だ
さ

い
。
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＜
参

考
様

式
９

＞
 

【
旅

費
領

収
書

】
記
載

例
３

 
源
泉

徴
収

必
要
 

 
専
門
家
経
費
を
支
出
す
る
場
合
の
旅
費
 
 
※
 
現
金
支
払
の
場

合
 

旅
費

領
収

書
 

（
鉄

道
利

用
の

場
合

）

補
助
事
業
者

の
名
称

領
収
者
の
所
属
団
体
等
名
称
 

役
 
職
（
又
 
は
 
職
 
業
）
 

氏
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名
 

株
式
会
社
○
○
○
○

○
 
○

 
○

 
大

学
 

教
 

 
 

授
 

全
 
国
 

一
 
郎

殿
 

年
月
日
 
出
発
駅

到
着
駅
 
宿
泊
地
 

鉄
 
 
 
 
道
 
 
 
 
賃
 

船
 
 
 
 
賃
 

航
空
賃

車
 
賃

日
 
 
 
 
当
 

宿
 
泊
 
料
 

計
 

路
 
程

運
 
賃

特
急

料
金

計
 

路
 
程

運
 
賃
 

実
費
額

日
 
数

定
 
額

夜
 
数

定
 
額

2
9
.
1
0
.
4
 

新
大
阪

東
 
京
 

東
 
京
 

5
5
2
.
6
k
m

8
,
7
5
0
円

5
,
7
0
0
円

1
4
,
4
5
0
円

k
m

円
 

円
円

日
円

1
日

1
7
,
0
0
0
円

3
1
,
4
5
0
円
 

円
0
5
4
,
4
1

円
0
5
4
,
4
1

円
0
0
7
,
5

円
0
5
7
,
8

〃
阪

大
新

京
東

5
.
0
1
.
9
2

※
特

急
料

金

 
 

 
 

繁
忙
期

（
＋
2
0
0
円
）

円
0
0
9
,
5

 
 

 
 

閑
散
期

（
－
2
0
0
円
）

円
0
0
5
,
5

合
 
 
 
 
 
 
計
 

 
1
7
,
5
0
0
円

1
1
,
0
0
0
円

2
8
,
9
0
0
円

1
7
,
0
0
0
円

4
5
,
9
0
0
円
 

支
 
給
 
額
 

税
 
 
額
 

差
 
引
 
額
 

 
上
記
の
金
額
を
領
収
し
ま
し
た
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

氏
 

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
㊞
 

備 考

｛
列
 
車
｝
 

（
現
金
支
給
の
場
合
）
 

4
5,
90
0
円

 

（
切
符
現
物
渡
し
の
場
合
）

1
7,
00
0
円

 
※
切
符
領
収
書
添
付
 

4
,6
87

円
 

（
総
額
の

1
0
.
2
1
%
を
源
泉
）
 

1
,7
35

円
 

（
宿
泊
料
の

1
0
.
2
1
%
を
源
泉
）
 

4
1,
21
3
円

 

1
5,
26
5
円

 

 
往
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

 
復
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

｛
航
空
便
｝
 

 
往
：
通
常
期
 
多
客
期
 

 
復
：
通
常
期
 
多
客
期
 

（
注

１
）

本
様

式
は

、
使
途

に
従
い
不

要
の
文

字
は
抹
消

し
て
使

用
し

て
く

だ
さ

い
。

 

（
注

２
）

個
人

払
い

に
つ
い

て
は
、
謝

金
支
出

対
象
者
に

旅
費
を

支
給

す
る

場
合

は
、

謝
金

と
旅

費
の

合
計

額
に

対
し

て
源

泉
徴

収
を

行
っ

て
く

だ
さ

い
。
た

だ
し
、

徴
収
義
務

の
有
無
や

税
率
に

つ
い
て
は

、
所
管

の
税
務
署

に
確
認

し
、

指
示

に
従

っ
て
く
だ

さ
い
。

ま
た
、
復

興
特
別

所
得
税
の

徴
収

に
も

留
意

し
て

く
だ

さ
い

。
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＜
参

考
様

式
９

＞
 

【
旅

費
領

収
書

】
記
載

例
４

 
源
泉

徴
収

必
要
 

 
専
門
家
経
費
を
支
出
す
る
場
合
の
旅
費
 
 
※
現
金
支
払
の
場
合

 

旅
費

領
収

書
 

（
航

空
賃

支
給

の
場

合
）

補
助
事
業
者
の
名
称

領
収
者
の
所
属
団
体
等
名
称
 

役
 
職
（
又
 
は
 
職
 
業
）
 

氏
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名
 

株
式
会
社
○
○
○
○

○
 

○
 
○

 
大

学
 

教
 

 
 
授

 
全

 
国
 
一

 
郎

殿
 

年
月
日
 
出
発
駅

到
着
駅

宿
泊
地
 

鉄
 
 
 
 
道
 
 
 
 
賃
 

船
 
 
 
 
賃
 

航
空
賃

車
 
賃

日
 
 
 
 
当
 

宿
 
泊
 
料
 

計
 

路
 
程

運
 
賃

特
急

料
金

計
 

路
 
程

運
 
賃
 

実
費
額

日
 
数

定
 
額

夜
 
数

定
 
額

2
9
.
1
0
.
4
 

東
 
京

新
千

歳
空
港

 
3
.
1
k
m

1
6
0
円

円
1
6
0
円

k
m

円
 3
4
,
7
9
0
円

4
9
0
円

日
円

1
日

1
7
,
0
0
0
円

5
2
,
4
4
0
円
 

新
千
歳
空
港

円
0
7
0
,
1

円
0
7
0
,
1

円
0
7
0
,
1

m
k
6
.
6
4

幌
札

幌
札

2
9
.
1
0
.
5
 

札
 
幌

新
千

歳
空
港

円
0
7
0
,
1

円
0
7
0
,
1

円
0
7
0
,
1

m
k
6
.
6
4

新
千
歳
空
港

東
 
京

 
3
.
1
k
m

1
6
0
円

円
1
6
0
円

 3
4
,
7
9
0
円

4
9
0
円

東
京

モ
ノ
レ

ー
ル

3
5
,
4
4
0
円
 

東
京
駅
～
浜
松
町
Ｊ
Ｒ
 

通
常
期

合
 
 
 
 
 
 
計
 

 
円

0
2
0
,
0
9

円
0
0
0
,
7
1

円
0
8
9

円
0
8
5
,
9
6

円
0
6
4
,
2

円
0
6
4
,
2

支
 
給
 
額
 

税
 
 
額
 

差
 
引
 
額
 

 
上
記
の
金
額
を
領
収
し
ま
し
た
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

氏
 

名
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
㊞
 

備 考

｛
列
 
車
｝
 

（
現
金
支
給
の
場
合
）
 

9
0,
02
0
円

 

（
航
空
券
現
物
渡
し
の
場
合
）

2
0,
44
0
円

 
※
航
空
券
領
収
書
及
び
 

搭
乗
券
半
券
添
付
 

9
,1
91

円
 

（
総
額
の

1
0
.
2
1
%
を
源
泉
）
 

2
,0
86

円
 

（
切
符
以
外
の

1
0
.
2
1
%
を
源
泉
）
 

8
0,
82
9
円

 

1
8,
35
4
円

 

 
往
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

 
復
：
通
常
期
 
繁
忙
期
 
閑
散
期
 

｛
航
空
便
｝
 

 
往
：
通
常
期
 
多
客
期
 

 
復
：
通
常
期
 
多
客
期
 

（
注

１
）

本
様

式
は

、
使
途

に
従
い
不

要
の
場

合
は
抹
消

し
て
使

用
し

て
く

だ
さ

い
。

 

（
注

２
）

個
人

払
い

に
つ
い

て
は
、
謝

金
支
出

対
象
者
に

旅
費
を

支
給

す
る

場
合

は
、

謝
金

と
旅

費
の

合
計

額
に

対
し

て
源

泉
徴

収
を

行
っ

て
く

だ
さ

い
。
た

だ
し
、

徴
収
義
務

の
有
無
や

税
率
に

つ
い
て
は

、
所
管

の
税
務
署

に
確
認

し
、

指
示

に
従

っ
て
く
だ

さ
い
。

ま
た
、
復

興
特
別

所
得
税
の

徴
収

に
も

留
意

し
て

く
だ

さ
い

。
 

- 110 - 



- 111 - 
 

- 111 - 



 

- 112 - 
- 112 - 



 

- 113 - 

 
 

 

- 113 - 



 

- 114 - 
- 114 - 



 

- 115 - 
- 115 - 



名類書付添目費当該

クラウド利用費を補助対象とする場合 クラウド利用費の内容（補助事業計画書の別紙） 

（注）提出する書類の控えを必ず補助事業者でも保管いただき、手続書類・経理証拠書類とともに

保管・管理してください。 

（２）交付決定（交付規程第６条）

  交付申請で提出された書類を精査し、問題がなければ全国中央会及び大分県地域事務局で交付決

定の手続きを行います。「様式第２ 補助金交付決定通知書」右上に記載された交付決定日をもっ

て、補助事業を始めることができます。 

 （注１）交付決定日前の発注・契約に係る費用は、補助対象となりません。 

 （注２）大分県地域事務局より「補助金交付決定通知書」を郵送しますので、補助事業関係書類と

して紛失しないように保管してください。 

 （注３）本事業とは別の事業ではありますが、「平成２４年度補正ものづくり中小企業・小規模事

 （注４）応募申請時に経営力向上計画の認定申請書の写しを添付して本補助金が採択された場合に

　　　　は、経営力向上計画の認定書（計画書等の添付書類を含む。）を、補助金交付申請書に添付

　　　　する必要があります。必要な書類の提出がない場合は交付決定されません。

業者試作開発支援補助金」及び「平成２５年度補正中小企業・小規模事業者ものづくり・商

業・サービス革新事業」の補助事業者が新たに本事業に採択された場合、平成２４・２５年

度補正ものづくり補助金に係る補助金を受けた年度の「事業化状況・知的財産権等報告書」

を提出していない場合は採択を取り消しますので、くれぐれもご留意ください。 

     また、「平成２６年度補正ものづくり・商業・サービス革新補助金」及び「平成２７年度
補正ものづくり・商業・サービス新展開支援補助金」の採択事業者が新たに本事業に採択
された場合、「補助事業実績報告書」が提出されていなければ事業開始できません。 

補助事業の遂行上、必要に応じて大分県地域事務局から連絡を取らせていただきます。他方、み

なさまからもご不明な点の確認や計画変更などの事前相談等、適宜連絡を取っていただき、所定の

手続きを行ってください。 

交付決定から随時

（３）遂行状況の報告（交付規程第１２条）

  事業がどの程度進んだか、費用計上等の補助事業の進捗状況について、大分県地域事務局の指示

にしたがい「様式第５ 補助事業遂行状況報告書」を提出してください。 

  また、遂行状況報告書とは別に、大分県地域事務局より、随時補助事業に係る支出状況を聴取す

ることがありますのでご協力ください。 

［提出時期：大分県地域事務局に応じて、提出部数：１部、提出先：大分県地域事務局］ 

（４）中間監査（交付規程第２５条）

  補助事業期間中、大分県地域事務局担当者が補助事業実施場所にお伺いし、物品の入手・支払・

補助事業の進捗状況を確認する場合があります。実施する場合の時期は、補助事業の進捗状況等に

よります。 

（５）計画の変更等（交付規程第９条）

① 変更承認の申請

  事業実施の必要上、やむを得ず補助事業の計画、購入物件、経費配分等に変更が生じる場合は、

予め「様式第３－１ 補助事業計画変更承認申請書」を大分県地域事務局に提出することにより、

- 116 - 



 

- 117 - 
- 117 - 



 

- 118 - 
- 118 - 



 

- 119 - 
- 119 - 



 
経費は補助対象経費として認められません。 

  ｂ．１０万円以上の支払は必ず銀行振込としてください。１０万円未満であっても、極力振込とし、

　　　　それが困難な場合は現金による支払を行ってください。

  ｃ．他の取引との相殺払による支払、手形による支払、手形の裏書譲渡、小切手、ファクタリン

グ（債権譲渡）による支払、事業期間内に契約が完了しない割賦による支払は行わないでくだ

さい。前記の支払については、いかなる事情でも一切認められませんのでご注意ください。そ

の他支払方法につきましては、事前に大分県地域事務局担当者にご相談ください。 

  ｄ．補助事業物件以外の支払との混合払いは行わないでください。 

  ｅ．銀行振込の際は、銀行の振込金受取書を必ず受け取り、伝票類と一緒に保管してください。 

  ｆ．会計実務の処理に当たっては、「費目別支出明細書」に加え、「現金出納帳」及び「預金出

納帳」を整備してください。  

（２）伝票類等の整理・保管について 

 ① 補助金関係手続きの整理・保管について 

   補助事業に関係する書類について、わかりやすいよう下記順序で整理・保管をしてください。 

整理・保管すべき手続き書類 

 ア．補助事業の事業計画書（控） 

 イ．採択通知書 ※大分県地域事務局から交付 

 ウ．補助金交付申請書（控） 

 エ．補助金交付決定通知書  ※大分県地域事務局から交付 

 オ．補助事業遂行状況報告書（控） 

 カ．補助事業計画変更承認申請書（控）※計画変更承認申請した場合のみ 

 キ．補助事業計画変更承認通知書 ※計画変更承認した場合のみ大分県地域事務局から交付

 ク．補助事業実績報告書（控） 

 ケ．補助金確定通知書  ※大分県地域事務局から交付 

 コ．補助金精算払請求書（控） 

 

② 経理証拠書類の整理・保管について 

   伝票類は、補助事業に係ったものだけを抽出し、機械装置費、原材料費、外注加工費等の種別

（費目別）・物件別に時系列に整理・保管してください。また、補助事業の経理書類には、「Ｈ

２８ もの補助」表示と費目別支出明細書に記載する管理 No.を付けてください。 

   補助事業終了後の確定検査の際、経理証拠書類の原本が確認できない場合は補助対象とならな

い場合があります。不備・滞りのないよう証拠書類を整備してください。 

   また、経理証拠書類は補助事業終了後の５年間は適切に保管してください。 

   なお、証拠書類の整理・保管方法については、後日、大分県地域事務局より各補助事業者にフ

ァイルを配布いたしますので、配布ファイルに基づき管理を行ってください。配布ファイルによ

る証拠書類の管理は、実績報告時にご提出いただきます「費目別支出明細書」の管理 No.に基づき、

証拠書類にも見出しをつけ管理を行ってください。 
 

（３）補助対象物件等の整理・保管について 

  伝票類の整理・保管以外にも、整えるべき書類や補助対象物件等がありますので、これらの書類

等については、経理証拠書類である伝票類と同様に「Ｈ２８ もの補助」と記載し、経理担当者と

も連携の上、補助事業終了後５年間、適切に整備・保存をお願いします。 

  また、書類以外の補助対象物件にはその旨のラベル等を貼付して管理します。なお、「機械装置

等」を購入した場合には、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限を定め

る省令」（昭和５５年８月５日通商産業省告示第３６０号）及び「減価償却資産の耐用年数等に関

する省令」（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）に基づき、補助事業実施期間後であっても
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【参考３】】「圧縮記記帳等の考ええ方」につついて

「革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金」における

圧縮記帳等の考え方について

平成 28年 11月 14日

中小企業庁 技術・経営革新課

平成２８年度補正「革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補

助金」は、国からの補助金を原資として、全国中小企業団体中央会か

ら補助対象者に交付されるものであり、直接的には国から補助対象者

に補助金が交付されるものではないため、所得税法第 42条又は法人税

法第 42条に規定する国庫補助金等に該当するか、質問が寄せられてい

ました。

これに対して、当該補助金のうち固定資産の取得に充てるための補

助金については圧縮記帳等が認められる旨を、国税庁に確認しており

ますことを周知します。

※ 当該補助金のうち、技術導入費、専門家経費等、固定資産の取得以外に

充てられた部分の金額については、所得税法第 42条又は法人税法第 42条

の規定を適用することはできません。
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